
定期監査の結果 

 

 平成２２年度を対象とした定期監査を実施し、その結果を１０月１８日に議会および市長

等へ報告しましたので、概要をお知らせします。 
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◇監査の概要 

監査の種類 定期監査 根拠法令 地方自治法第１９９条第４項 

監査対象 市の機関６５室等 

監査の着眼点 ・財務に関する事務の執行および経営にかかる事業の管理等について 

 

 定期監査の結果 

 

主要事業、工事、委託業務および補助金等について関係諸帳簿、書類の照合検査を行った

ところ、おおむね良好に処理されていると認められた。 

 

《指摘事項》 

共通事項 

１ 職員の勤務状況については、依然として前年度と同様に週休日の振替時間の未取得、

時間外勤務の偏り(人物が固定化してきているように見受けられる)や増加、年次有給休

暇の取得に偏りが見受けられた。こうした状況は健康管理の面からも早期に改善される

べきものと考える。ついては、 

  ①週休日の振替時間の完全取得 

  ②時間外勤務の室員間の平準化および縮減 

  ③年次有給休暇取得の室員間の平準化および促進 

など勤務状況の改善に努力されたい。 

  なお、時間外勤務では、１人１カ月５０時間以上の時間外勤務が多数見受けられるた

め、部・室の業務配分や協力体制等を検証し、長期長時間勤務の解消に努められたい。 

 

 個別事項 

各室の事務の執行等については、おおむね良好に処理されていると認められる。 

 

各部・室の監査指摘事項 

  個別事項のない部署については、掲載を省略した。 

 

 



● 総務部 

【人材育成室】 

 全庁的に振替時間が多いため、他市の状況を調査すること。また、「振替勤務の理由」

について検討すること。 

【財務室】 

 図書館と歴史博物館のバリアフリー改修工事を、別々に発注しているが、類似工事は一

括発注で行うよう指導すること。 

 

● 市民部 

【市民相談協働室】 

 白川地区北コミュニティセンターの土地は、登記地目が山林となっており、現況(宅地)と

相違しているため、地目変更を行うこと。 

 

● 文化部 

【 文化スポーツ室 】 

市文化会館・中央コミュニティセンターの土地の一部は、登記・現況地目とも田となっ

ている。現状に合わせた地目に変更すること。 

【歴史博物館】 

歴史博物館の土地の登記地積は、売買契約書の実測値と差異があるが、実測値に変更す

ること。 

 

● 健康福祉部 

【地域福祉室】 

１ 室長以下４人の職員で生活保護業務を含め９の分掌事務を行っているが生活保護業務

は、少なくとも専属３人（指導員１人・ケースワーカー２人）の職員が必要である。また、

保護費支給業務は、公金管理の観点からもワーカー以外の職員が行うべきものである。職

員配置及び分掌事務について、見直しを行われたい。 

２ 総合保健福祉センター建物設備総合管理業務委託は、長期的な契約が必要となること

から、債務負担行為での契約等を検討すること。 

 

● 環境・産業部 

【環境保全対策室】 

環境管理システム認証取得事業は、予算執行率が 27.2%と低率である。当システム認

証補助制度の周知を行い、事業の進捗を図ること。 

 

● 建設部 

【まちづくり整備室】 

  市道野村布気線整備事業は、多額の減額補正（△339,106 千円、減額率 89.2％) が行

われている。事業の用地買収については、見通しを見極め、予算計上を行うこと。 

【建築住宅室】 

  市営住宅 395 戸のうち、303戸が入居している。この入居戸数のうち、55戸が耐震不

足となっている。耐震不足に対する処置を検討されたい。 

 



● 上下水道部 

【上下水道管理室】 

 使用料および負担金の未納額については、その徴収に一層努力されたい。 

【上水道室】 

  配水管等漏水修理業務委託について、一部、工事費で発注すべきものが見受けられた

ので、今後は内容を精査の上発注すること。 

 

● 関支所 

【関ロッジ】 

  耐震不足となっている建物については、早急に方向性を検討すること。 

 

● 危機管理局 

【危機管理室】 

緊急地震対策・木造住宅補強事業については、耐震化の重要性や補助制度の活用など 

に一層の理解を得られるよう努力すること。 

 

● 市立医療センター 

【医事管理室】 

 １ 「医療センター建物調査及び修繕計画策定業務」の結果を基に修繕箇所を計画的に

整備するよう努められたい。 

２ 貸借対照表に退職給与引当金及び修繕引当金への計上が行われていない。今後予測

される支出のため、精査の上経理されたい。 

 

● 消防本部 

【 予防室 】 

  住宅用火災警報器の設置率が、約 68％と低いため、今後も普及啓発を行い、設置率の

向上に努力すること。 

 

● 教育委員会 

【教育総務室】 

 １ みずほ台幼稚園と井田川幼稚園の砂場改修工事は、別々に発注しているが、施行伺

日、見積日、契約日ともに同日である。類似工事は、一括発注を行うこと。 

 ２ 学校の空調機設置に伴い、電気料金が増加している傾向にあるが、節減に向けての

対処を検討すること。 

  

 


